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1
英国会社法の監査制度は多 くの国の株式会社における監査制度に大きな影響
を及ぼしている。わが国の監査制度 もその例外ではない。英国監査制度の特徴
は,会 社法上の監査役制度 として生成 し発達 し現在に及んでいる。 しかも英国
の場合,監 査役監査は同時に会計士監査の機能をも併せ もっている。そこで英
国の監査制度を十分理解するには会計士制度も併せて検討する必要がある。だ
が本稿においては,監 査制度 として監査役制度,監 査役の資格要件お よび監査
報告書を歴史的にあとづけてみることに限定 したいのである。
II
英国において,株 式会社に関す る一般法 として最初に制定された ものは1844
年登記法(Joint-StockCompaniesRegist質ationAct)である。 この法律
はGladstone委 員会の報告書をもとに制定されたのであるが,そ の内容をあ
る程度規定する当時の社会的 ・経済的状況はどうなっていたのであろ うか。
英国は株式会社において早 くか らにがい経験をしていた。18世 紀初期には株
式投機による詐欺がひんばんにおこり その反動として会社の設立はその後100
年にわた り禁止された。19世 紀にはいると株式会社のもっている経済的機能が
次第に理解されるようになり,1825年 泡沫会社取締法(BubbleAct)が 廃止
ロひ
される。 その後,1834年 商事会社法(Trad量ngCompaniesAct)および1837
原 稿 受 領 日1980年1月 ユ4日
(1)A.C.Littleton,ノ1cooππ'㍑8E〃oJ躍`oπ'01900,(Russell&Russell,
1966),p.288.片 野 一 郎 訳 『リ トル トソ会 計 発達 史』(同 文 舘,昭 和43年11月),
P.401.
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'
年特 許会社 法(CharteredCompaniesAct)が制定 され るが,実 際セこは勅許
状を うることは容易 でなく,ま たそれを うるための費用 も少額ではなし)。かか
る商務省(Boardof.Trade)の 政策にたいする不満および産業革命の進行
とともに高まつてきた レッセ ・フェールの思想 と相 まって,単 純 な 登 記によ
り会社が自己の名をもって訴えまた訴えられる権利をもつ ことができ,さ らに
進んで社員の有限責任を享受 しうるような法律の実現に向っていった の で あ
(2〕
るo
当時,多 くの不正 な発起 や詐欺事 件が発生 したの で,政 府は詐欺防止の見地
か ら会社関係法 の状況調査を 目的 とす る特別 委員会(委 員長,W.Gladstone,
1841-4)を 設 置す る。 この委員会は2年 にわた る調査 の後,1844年 に最 終的
な報告書を提 出す るが,こ れに よればつぎのとお りであ る。すなわち,泡 沫会
社(bubblecompany)には(1)不健全 な予測 の上に設立 され,成 功 の可能性を
もたない もの,(2)不 健全 な経営を生 じ易い よ うな誤 った構造 を もつ もの,お よ
ハ
び(3)その目的が詐欺的なもの,の3種 がある。第1の ものは立法により匡正す
る道はない。第2の ものはその匡正は相当困難であ為が,し かし株主総会の定
期的開催,定 期的決算,決 算の監査,計 算書額の公示,取 締役および役員の株
主にたいする直接責任などにより,か なりこれを減少することができる。そし
て第3の ものは取締役,株 主,設 立契約書,資 本額およびその有無などの公示
{3,
に よりその匡正は容易であ る。
1844年 登記法 はGladstone委 員会 の報告書 を もとに制定 されたのであ り,
これは誠実 な会社 を奨励 しかつ仮装 の事業に よる詐欺にた い して公衆 を保護す
ることを 目的 と した ものであ る。つ ま り登記法は会社 の設立を容易 にす るため
特許主義 より準則主義 に変 更 し,そ れ にた い して一般 出資者保護 の見地 か ら会
計,監 査 お よび藍査役 の制度 を設 けたのである。
登記法には,'今 日の会社法 の基礎 ともなってい るつ ぎの3つ の主要 な原則が
採用 され てい る。すなわち,第1は 社 員の数 を もってpartnershipとJoint-
(2)大 隅健一郎.r株 式会社法変遷論』(有 斐閣,昭 和28年7月),pp.78-9.
(3)前 掲書,p,80.り
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stockCompanyを 法律上区別 した」こと,第2は 単なる登記によって法人格あ
る会社を設立 しうるように したこと,そ して第3は 詐欺防止の見地か ら公示制
くの
度および監査制度を設けたことである。
第2の 登記については仮登記と本登記がある。法人格はこの厳格な手続を経
ては じめて取得できるのであるか ら,不 健全なまたは詐欺的な会社設立であれ
ばこの手続を完了することができないのである。 リトル トソによれば,1844年
か ら1855年 の間に仮登記を した会社数は4,049社,そ の うち本登記をした会社
数は965社 であ りわずか23.5%の 会社 しか法人格を取得することがでぎなかっ
しうコ
たのである。このようにこの制度は初期の目的を達成 したが,仮 登記をしたの
ち会社の設立を失敗した場合に種 々の困難を生じたことか ら,1856年 会社法は
これを改正 して基本定款の届出により法人格が取得できるようにした の で あ
る。
また本登記には公示内容の信頼性を高めるために監査役を設け,監 査役1名
以上の記載がなければ本登記が受理 されないこと.になっていたのである。(7
エゆ
条)。 この ように,一 般登記法 にた いす る最初 の制定法 で強制監査制度 が設け ら
,れた ことは 注 目すべ ぎことである。
第3の 公示規定 については取締役 に よる貸借 対照表 の作成,,監査役 に よる監
査 餐 よび会社登記官(RegistrarofJointstockCompanies)のもとに おけ
る閲覧 である。つ ま り,会 社 の取締役は会計 帳簿(booksofaccount)を作
成 し(34条),ま た完全かつ公正な貸借 対照表(fullandfairbalancesheet)
を作成 しそ して監査役 の監査を受け てか らこれを株主総 会に提出す る(35条)。
総 会後,貸 借対 照表 は会社登記官 の もとに送付 され,自 治法,設 立証書,株 主
名簿,取 締 役そあ他 の役 員名簿な どとともに閲覧に供 され る。 そ して誰 で もか
か る事項 を無料 で閲覧す ることがで き,ま た手数料を支払えばそれ らの謄 本を
取得す る こともできる。他方,登 記事項 の正確性 を保持す るた めに,会 社にた
(4)L.C.B.Gower,丁 加Pノ 伽oゴμθ80ノ 躍b4θアπCo彿 ρ伽y・ 乙σω,374.6d.
(stevens&Sons,1969)P.42。
(5)んC.Littleton,oP.ciし,P.29豆 片野一郎,前 掲訳書,P.,412.、 一一
(6)星 川長七 『莱国会社法序説』(勤 草護房,昭 和35年12月),p.261.
■
ノ
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い して毎年1月 に登記事項に変更があればこれを報告するよう義務づけたので
(7}
ある。
ところがこの登記法にも2つ の欠点がある。第1は 法定の報告の慨怠その記
載の虚偽は罰せ られるが,そ の訴追は告訴人の告訴をもってなされることおよ
でどひ
び罰則が軽いことである。第2は 監査役の資格を規定 していないことである。
これは委員会報告書が監査役の資格について何も勧告 しなかったことに よるも
　
のと考え られるが,実 際には素人が監査役になっていたようである。ディッキ
ソソソによれぽ,株 主による素人 の監査か ら会計士に よる専門家の監査へ と移
行するにはつぎの3つ の段階がある。第1の 段階では株主総会は監査役を選任
するカ㍉ その人は能力や経験のない素人であるために合理的な監査を行なうこ
とができない。第2の 段階では株主総会は監査役を選任するが,そ の監査役に
監査を代行す る会計士を選ぶ監査委員会(auditingcommittee)と してしか
機能 しない。第3の 段階ではかかる2重 手続をやめて株主総会が直接に会計士
ロの
を監査役に選任す る。 これ らの諸段階はその後の会社法の規定の推移にもみ ら
れ,1845年 会社法では会計士を監査の補助者として雇 うことができ,1856年 会
エユユり
社法 では会計士 を直接に監査役に選任す ることがで き,ま た1948年 会社法では
監査 役の資格 を会計 士に限定 した のであ る。
1845年 会社条款総括法(CompaniesClausesConsolidationAct)は公
益事業にたいす る一般 法 と して制定 された ものであ る。監査役 の資格について
は,監 査役は少 くとも一株 を有 しなければな らず,ま た株主以外に会社 と利害
関係 のある職 についてはな らない(102条)。 また監査役が外部 の会計士 を委嘱
す る道を 開い て,監 査 役は適当 と認 め る会計士 お よびその他の者を会社 の費用
で雇 うこ とが できる とpて い る(108条)。 リ トル トソは この規定が素人 の監査
(7)前 掲書.pp.'264-5.
(8)大 隅健一郎,前 掲書,p.82.
⑨L.H.Eein,2加.8〆 づ'ゴ3んOo〃ゆσ漉6346'3㈱ 〃 乃θρ耀'ゴ`60ゾ 澄600纏 ・
'σπ6y1844一 ヱ962(ArnoPress,1978),p.148.
⑩ 乱LDickinson,ノlc60%〃 認〃g玖アα6'ゴoθσπ4ρ706θ4解7θ(Ronal(L1914)
PPb232r3.,
ω 森実 「英国における限定監査報告書の背景」(会 計,昭 和34年12月)pp.113-4,
!
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より専門家の監査への移行を可能にした ものと高 く評価 し,つ ぎのようにのべ
ている。すなわち,株 主監査は素人の監査であ り,決 して適正なものではなか
ったが,そ れでも取締役の受託行為を牽制する上には無きにまさること万々で
ある。取締役にたいするこの種の牽制の必要なことは早 くか ら世人の目に映っ
ていたものであるが,い まや必要とあ らば練達な会計士を委嘱 してもよいとい
う規定があるので,そ の意味において1845年 会社法は職業監査人の発展すべき
〔12,
素地を培かったものとして意義が深いのである。
しか しかかる法規定にも拘ず,現 実には法の期待した効果はあがっていない
ようである。会社は1844年 法に より会社登記官に提出す る貸借対照表をもっぱ
らそのためにだけ作 り上げることが多かった ようである。 ま牟鉄道会社の会計
も1845年 法に定め られている要件にさえしたがわない不明確なものであ り,監
`131
査 も効果のない形式的な ものであったのである。
1855年 有限責任法(LimitedLiabilityAct)は,一般会社の株主にたい し
て有限責任を認めた最初のものである。 この法律は,株 主の有限責任を希望す
る会社は監査役の うち少 くとも1名 は商務省の承認を受けなければな らないと
く　
定めている(14条)。 この規定は有能な監査役の選任を うなが し,ひ いて嫁 監
査の質の向上をめざしたものと考え られ る。 しか し監査役の選任を認める資格
要件を明確にしていなか ったために,そ の規定が実質的にどれだけの効果があ
ったか疑問である。
III
1856年 会社法(JointStockCompanies今ct)は1844年登記法お よび1855
年有限責任法を廃止 し新たに制定 された もので ある。 と ころが この会社 法は強
制監査制度を廃 止 して しまったのであ る。監査制度を強制監査か ら任 意監査 に
変 更 したのには種 々な理 由があるが,要 約す るとつ ぎの よ うにな る。す なわち
⑫A.C.Littletqn,op.cit,p.290.片野一郎,前 掲訳書.p.403.
㈱ 中村忠 「財務諸表における情報の公開」(商 経法論叢,昭 和39年9月),p、231.
⑭L.W.Hein,OP.ciし,P.149.
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(1)同法が自由主義の最盛期に制定されたこと,(2)会計上の事柄は株主と取締役
し
の間の私的な契約に任ずるべきであるという当時の支配的な考え方のため,18
44年 法当時の干渉主義が嫌悪されたこと,(3)1844年 法のもとにおける監査制度
ロぴ
が十分な効果をあげていなかったこと,(4)銀行や保険会社以外の登記会社は当
時 まだその数が少な くまた株主の数も少なかったので,投 資家保護の要求は余
りなかったこと,お よび(5)会社の商号中に有限会社を示す 「limited」 の語を
附することが法定 されているので,取 引の相手方は自ら注意して取引をすると
考え られていたことである。
もっとも1856年 の会社法改正案では,貸 借対照表が法定様式で作成 されかつ
会社登記官に提出されるとなっていたのが,つ いに法定化されなかったのであ
エゆ
る。 さて監査制度が任意規定に変更されたことにともない会計,監 査お よび
監査役の規定は本文か ら除かれ会社の通常定款(articleofassociation)の
標準様式を示すB表 に移されたのである。B表 は別段の規定がない場合,つ ま
り独 自の定款なしに登記する会社の場合に限って適用 される一種の任意規定に
すぎず,こ れに準拠 しない定款を作成することによって監査を省略す ることも
できる。
会計お よび監査に関す る規定は任意規定 となり,1844年 法 よりもはるかに弱
い ものとなってしまったが,規 定の内容そのものは詳細になり,貸 借対照表の
ロわ
様式も示されたのである。 また監査役の資格について,監 査役は株主であるこ
とを要 しないが,し か し取締役 または役員になることはできない(76条)と し
ご
監査役が外部の会計士を委嘱する道を開いて,監 査役は適当と認める会計士お
よびその他の者を会社の費用で雇 うことができるとしている(83条)。1845年
法 と比較 して特に注 目すべき点は,「 監査役は株主であることを要す」 となっ
ていたのが 「監査役は株主であることを要 しない」 となったことである。 この
⑯H.C.EdeyandP.Panitpakdi,"BritishcompanyAccountingandthe
Law:1844-1900".inA,C.LittletonandB.S.Yamey,ed.,s'%46θ8ゴη 彦乃θ
1刃ε'07yo∫4coo%π'ゴ ηg.reprinted,ed.(Arnopress.1978)p.361.
⑱ 山 村忠 平 「イギ リス 会社 法 に お け る会 計 監 査 役 制 度 」,星 川 長 七 先 生 還 暦 記 念
『英 米会 社 法 の 論 理 と課題 』 所 収(日 本評 論 社,昭 和47月11月),p.199.
(1力 中村 忠,前 掲論 文.p,231.
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規定に より会計士は単に株主監査役の補助者 として下請的に監査事務に参加す
るだけでなく,場 合に よっては監査役に選任され うることにもなった の で あ
るo・
また監査役 の義務お よび監査報告書については,つ ぎの ように定めている。
すなわち,監 査役は貸借対照表がそれと関連のある帳簿記録および証態書類 と髄
一致することを検査する義務がある(82条)。 また監査報告書において,監 査
役は貸借対照表が法律に要求されている詳細事項を含んだ完全かつ公正な貸借1
対照表(fullandfa玉rBalanceSheet)であって,会 社の財政状態の真実か
つ正確な概観(trubandcorrectview)を 示ずように適切に作成 されている
かどうか,お よび監査役が取締役に説明または情報をもとめた場合,そ れ らは
取締役に よって与えられたかまたそれは満足すべきものであったかどうか,に
ついて記載 しなければならないとしている(84条)。
1862年 会社法(ρompaniesAct)は1856年 法を含む一般会社に関する諸法
令を総括 し制定されたものである。 この法律は英国の株式会社に関する一般的
立法の最初の完成を示すものであることか ら,し ばしば 「会社法のマグナカル
タ」 とよばれている。この法律はその後 しばしば部分的な改正をうけなが らも
ともか く1908年会社法が制定されるまでの46年 間,会 社に関する基本法 となっ
たのである。 しか し1862年会社法は内容的には重要な変更はな く,会 計および
監査に関しても1856年法のB表 が1862年 法のA表 に移っただけである。
1856年 法お よび1862年 法は監査制度を任意規定 としたが,し か し実際には多
くの会社が通常定款をそのまま採用 して監査役をおき,し かも監査役が会計士
に監査業務を補助させ ようとする傾向が一般的となってきた。そ して一方では
監査思想の普及が進み,他 方では会計士の質の向上がはか られたのである。そ
の結果 として,株 主総会で会計士を監査役に選任 したほ うがむ しろよいとい う
空気が生まれ,漸 次,監 査役の うち1名 を会計士にするとい う慣行さえも芽生
118〕
えは じめた ので あるo
ノ
ともか く1856年法では強制監査制度カミ廃止され,そ れにともないこれを補完
⑱ 山桝忠怒 『監査制度の展開』(有 斐閣,昭 和36年2月),p.33.
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す るものとして検査役(insp㏄tor)の 制度および1857年 詐欺法(FraudsAct)
ができたのである。検査役 とは一定数の株主の要求に応 じて商務省が選任 し会
社の状況を調査する制度である。 この制度は株主の積極的な行動が必要であり
また問題が明白にならなければ利用できないとい う欠点があるので,実 際には
くゆ
あまり効果がなかったようである。また詐欺法は会社の取締役 または役員が詐
欺をするために帳簿お よび計算書類を偽造 した り,株 主や債権者か ら横領する
ために特定項 目が偽造されていることを知 りなが ら報告書または計算書類を公
表 した り,ま た偽造された計算書類を公表 して株主や債権者に投資を勧誘 した
りした場合に適用される。 しか しこの法律がは じめて適用されたのは,1931年
のロィアル ・メイル事件(TheRoyalMailsteamPacketcompanycase)
〔2m
であ る。
IV
1856年 会社法は性急に制定された ものであるか ら間もなく改正を必要 とした
のである。会社法の改正の重要な特徴は,1856年 会社法の認めた大巾な自由か
ら遠ざかる方向において,換 言すれば,規 則の強化 と公表に関する規定の増加
という方向で進められていたのである。表1は1862年 会社法に よる会社設立数
と名 目株式資本額を示 したものである。 この表に より,名 目株式資本額 と引受
年
1862
3
4
5
6
7
8
9
1870
1
2
3
〔表1〕
登記した会社数
165
790
997
1,034
762
479
461
475
593
521
1,116
1,234
?
???????? ?? ?? ?? ? ?? ?? ?? ?? ?? ?? ????
???
???
阜禽HLC。EdeyandP.Panitpakdi,o】 臥ciし,pp.366-7.
⑳Ibid.,p.368.
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r株 式資本額の差異を考慮 したとしても,資 本の額が巨額になっていることがわ
ごヨ　ユ
かる。巨額の資本を調達するためには,一 般大衆の零細な資金をも調達するこ
とが必要である。出資者の数が多 くなれば,そ のすべてが経営に参加すること
ができず,出 資 と経営の分離 という現象が起きて くる。そこで会社の資金調達
を容易にずるには,経 営に参加できない出資老を保護することが必要となり,
1856年 法当時の社会的 ・経済的状況とはかな り異っていることに注意 しなけれ
!
ぽならないのである。 、
美862年以降,会 社法のなかに強行規定としての会計および監査規定を再び導
入するための多 くの会社法改正案が国会に提出されている。 しかしいずれも実
く　コ
現するまでにはいた らなかったのである。ところが特別法のなかには,か かる
社会経済的な要請を受け入れ,監 査制度を充実 した り,ま た監査制度を任意規
定 より強行規定に変更するものがあ らわれてぎたのである。-
1866年 鉄道会社法(RailwayCompanisActNま,監査報告書で適正な期
間損益計算が行なわれている旨の証明がなされなければ配当宣言をしてはいけ
ないとしている。すなわち,半 期毎に作成される計算書類は会社の財政状態を
完全かつ真実に反映 し,'かつ監査役が正当と判断 したすべての費用を収益か ら
支払 った後で配当議案が正当に作成されたものであることを監査役が証明した
ときでなければ,配 当を宣言してはならないとしている(30条)。 費用お よび
収益の認識測定について取締役 と監査役で意見が一致するのが一般的である。
しか し両老の意見が異なった場合にはどのように した らよいのであろうかδ取
締役が両者の意見の相違を認めだ場合には,ま ずそのことを株主への報告書に
記載 し,つ ぎに通常総会において会社は現行法めすべての綿定に したがってい
く　　
る こ と を 宣 言 し な け れ ば な らな い と して い る(30条)。 会 計 処 理 に つ き 取 締 役
と 監 査 役 に 意 見 の 相 違 が あ る 場 合,取 締 役 が 監 査 役 の 指 摘 した と お り計 算 書 類
⑳N.A.H.stacy,Eη8」ゴsんノ10coππ'α%oッ1800-1954.
(GeeandCo.,1954).p.8.
舩N.C.EdeyandP.Panitpakdi,op.ci飢,p.368..
⑳F.Wpixley,ノ1%4露o/s:丁乃eゴアD%'ゴ θε馳απ41～ βsρo%32δゴ琵'歪βε,79ρ2ゼ23'β4,
θ4.(Arnopress,1976),pp,42-3.
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を修正するか,ま たは取締役が両者の意見の相違を認めかつ上記の手続をとる
か,の いずれかでなければ配当宣言を してはいけないと定めたζとは,監 査報
告書の実質化であ り監査における大 きな進歩である。 また監査報告書がなけれ
ば配当宣言を してはいけないと定めたものに1871年 都市水道会社法(Metrop・
にむ
olisWaterworksAct)がある。
監査制度 を任意規定か ら強制規定 に した もの としては,1874年 建築協会条例
(BuildingSocietiesActs),1875年友愛 協会条例(FriendlySocieties
Acts)お よび1876年 工業 ・共済協会条例(lndustriala耳dProvidentSoci・
etiesActs)が あ る。1874年 建築協会条例に よれば,取 締役は毎年収支計算書
お よび資産 負債一覧表 を作成 し,こ れにつ いて監査役 の証 明を受けそ してそ の
謄 本を会社登 記官 に送 付 しかつ組合事務所 に これ を備 置か なければ な らない と
エ　エ
している(40条)。 また1894年 法では監査役のうち1名 峠会計士の仕事を 公 け
く　　コ
にしている人でなければならない(3条)と し,監 査役の資格要件を会計士に
限定 した ことは注 目すべきことである。
ところで一般法上の会社のなかにも強制監査制度を導入した ものには,銀 行
業がある。1878年 グラスゴー ・シティ銀行 、(CityofGlasgOwBahk)は 破産
したが,そ れは数年間にわた り資産の過大評価と負債の過少評価を して債務超
過を隠ぺい し配当を行 って会社の信用を維持 しようとしたことによるものであ
く　ひ
る。 この破産事件を契機 と して1879年 会社法(CompaniesAct)が制 定 され,
この法律 に よ り設立 され る株主有 限の銀行業 を営むす べての会社にたい して強
制監査制度が再び導入 され る ことに なった のである。
1879年 会社法の監 査に関する規 定は1862年 法 のA表 とほ とん ど同 じであ る。
しか しこの法律には監査役 の補 助者 として会計士 を雇 うことが できるとい う規
定は ない。 このことは1863年 ロン ドン証券取 引所 の代表者がDavey委 員会に
餌)Ibid.,p.58.
㈲A.C.Littleton,op.cit,p.303.片野一郎,前 掲訳書,p.416.
⑳F.W.Pixley,肋4吻78:Tんθ〃D漉 θεαπ4Rθ5ρo〃3ゴ6雌ゴθ310魏 θ4.
(HenryGood&SQ臓,1910),p.32.
㈱H.C,EdeyandP.Panitpakdi,op.ciし,p.370.
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おいて監査役のうち少 くとも1名 は会計士であるべきであると証言 した ことが
エ　ロ
いかされ,会 計士を監査役に選任することが一般化したものと考え られる。
/監 査報告書について,1879年 法では貸借対照表は完全かつ公正であって,会
社 の帳簿に示されているとおり会社の財政状態の真実かつ正確な概観を表示す
るよう適切に作成されているか どうかを記載 しなければならない と して い る
(7条6項)。 「会社の帳簿に示されているとお り」とい う文言は1862年 法の
A表 にはなか ったが,そ の後の監査報告書の標準様式となり,1948年 会社法ま
で うけつがれたのである。 またこの文言は 「記録と記録の照合」 とい う言葉で
表すこともできるので,そ れは英国監査の特色をよく表現 している とい わ れ
る。他方この文言について,当 時の一部の監査役には監査業務を単に機械的な
数字の照合にのみ限るかのように理解されていたようであるが,そ れは誤 りで
ある。法律は貸借対照表が真実かつ公正であることを要求 しているのであるか
ら,監 査役が単に帳簿に記載されていることだけでな くそれ以上に会計の真実
を確認することも要求 している。 このことは1895年 ロン ドン ・ゼネラル銀行事
件(TheCaseofTheLondonandGe鵜ralBank)の第2審 におけるリ
{29}
ソ ドレー判事(LordJusticeLindley)の判決か らも明 らか である。
V
1900年 会社法(CompaniesAct)はすべての会 社に監査 役をおき強制監査
を実施す る よう規定 した のであ る。 ここに再 び強制 監査制度 が復活 す ることに
な ったが,そ れ はなぜであろ うか。 ブ ラウンに よれ ば,1862年 か ら1904年 まで
の間に登記 された会社数 は87,821社,消 滅 した会社数は50,534社,実 に57.9%
ノ ねの
の多くの会社が消滅 したのである。消滅会社の多 くは会社の濫立,会 社経営の
放慢お よび会社経連の不正によるものであ り,こ こに強制監査の必要性にたい
⑫8}Ibid.,p.370.
㈱L。R.Dicks6e,ノ1%6」 歪'伽9:∠LP7αc'ゴ6α 」伽 ππα」メ07/1κ4髭oアs,7ψ7勿渉θ4
¢4.(Arnopress,1976),p.276.
㊤ΦR,Brown,・4田3まoノ ツo∫ ∠4060襯'ま 雑9傭44c60吻'α 鋸(AugustusM
KelleyPub.,1968),p.325.
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じ　コ
るす世論が高まってきたのである。他方において,先 にものべたように特別法
上の会社や銀行業にたいしては計算書類の公表や強制監査が行なわれているの
で,こ れ らの規定を一般会社にたいしても適用すべきであるとい う意見が強ま
ってきた。その代表的なものは1895年 の会社法改正委員会(委 員長Davey)
の報告書である。 この報告書は適当な会計帳簿の作成,貸 借対照表の通常総会
への提出および強制監査制度をとることを勧告 したのである。
会社法改正案はこの報告書に もとづき1896年 に提出され審議の結果,よ うや
'
く1900年会社法が制定されたのである。1900年 法には強制監査に関する規定は
設け られたが,会 計計算に関する規定は設け られなか った。監査規定は1879年
ノ で　ヨり
法 お よび1862年 法 とほ とん ど同一 である。
も ロ
1908年 会社 法(CompanisConsolidationAct)は1907年会社法(Colnpa-
niesLawAmendmentAct)および1862年 以降に制定 された多 くの法律を
総括 して制定 された ものである。計算書類 の公表 とい う点 で重要な ことは会社
登記官へ の提 出であ る。 この点 につ いて,Davey委 員会 では証言者の間で意
ねの
見がわかれたため勧告 しなかったが,1907年 法では強制されることになった。
1908年 法では,会 社は少 くとも毎年1回,株 主名簿および会社概要 書 を 作 成
し その謄本を会社登記官に提出しなければな らない。ただし私会社(private
company)の 場合を除き,概 要書のなかに貸借対照表を含めなければ な らな
く　の
いとしている(26条3項)。 つまり,貸 借対照表の提出に関する規定はす べ て
の会社に適用された ものではない。同法では会社を公開会社 と私会社に区別 し
私会社については貸借対照表の会社登記官への提出を強制 しなかった の で あ
{35}
る6
こ の よ うな 公 開 規 定 の 強 化 に と も な い,他 方 に お い て は 監 査 役 の 地 位 の 保 護
お よ び 監 査 役 の 資 格 要 件 を 強 化 す る 必 要 が あ る。 会 社 の 計 算 書 類 は 監 査 役 の 監
㈱ 山 村 忠 平,前 掲 論 文,p.202.幽 中 村忠,前 掲 論 文,p.235.
㈱H.C.EdeyandP.Panipakdi,op.cit,p.372.
βφE.E.spicerandE.C,pegler(H.FoulkoLynchCo.,1911).p.206.
圃 中村 忠,前 掲論 文,P.235.
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査を受けなければな らないが,1862年 法のA表 は監査役の選任について,最 初
の監査役は取締役が選任 しその後の監査役は毎年通常総会で選任するとしてい
る(85条)。 つまり監査役の任期は1年,毎 年通常総会で選任 されることに な
る。 しか し誠実にして良心的な監査役は適切にその責務を完遂 し,そ の結果取
締役と衝突 したため再任されないということがあった。そこで監査役の地位を
保護 し安心 して自己の職責を果せるようにしたのが1907年 会社法である。1907
年法をひきっ(・だ1908年 法では,退 任監査役(retiringauditor)・ 以外の老を
監査役に選任 しようとする場合には,通 常総会の少 くとも14日以前に株主に通
知 しそ して退任監査役にその通知の写 しを送付 し,さ らに総会 より少 くとも7
日前に広告その他の方法で株主に知 らせなければな らないとしている(112条
4項)。 この規定により,再 任されない監査役は新監査役が選任 される前に総
ぱ　 　
会に出席して真実を語る機会をもつことができるようになったと考え られる。
しかし法的には監査役に総会出席権が与え られていないため,非 常に稀ではあ
ねれ
るが総会 出席 を拒 否され ることがあ るとい う欠点 をもってい る。
会社 の規模が拡大 し出資 と経営 の分離 の現象が著 しくな りまた1929年 法施行
後 まもな くロィアル ・メイル会社事件が発生 し,監 査制度 への反省が一層強 ま
っていた。 しか しヨー ロッパ情勢 の不安 や第2次 大戦な どの事 情に より会社法
が改正 された のは1948年 である。1948年 会社法(Companies.Act)にお いて,
、監査役に 関す る規定 で注 目すべ きものは,再 任 され ない監査役 の意思表示お よ
び監査役 の資格を会計士に 限定 した ことである。 ところで監査役 の再任 につい
て,退 任監査役は特に再任 しない 旨の積極的な手続が と られないか ぎ り,株 主
総 会の決議 を要せず して再任 され る(159条1項)。 しか し退任 監査役以外の老
を監査役 に選任 しまたは退任監査役を再 任 しない ことがあ る。 そ こで退任監査
役 の地位 を保護す るた めに,特 につ ぎの よ うな権 限を与 えてい る(160条)。 す
なわ ち,(1)他 の監査役 を選任す る旨 また は退任監査役を再任 しない 旨の決議案
の通 知を受け ること。 お よび(2)退任 監査 役はその決議案 にたい して会社宛 に文
{36)F.WPixley,4%4髭078,10ゼhed.,Qp.c三t.,p.29.・
〔37)E.E。SpicerandE.C.pegler,op.cit;,p.188.
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書で意思表示をな しそ してそれを株主に通知するよう要求 した場合,会 社は決
議案の通知に意思表示がなされた旨を記載するかまたは意思表示の写 しを送付
すること。かか る通知がなされなかった場合には総会で これを読み 上 げ る こ
と。
監査は誰でも行い うるものではな く,監 査役になるためにはつぎの要件を備
えていることが必要である。すなわち;(1)高 度の熟練を有す ること(技 能的資
格),(2)精 神的態度における独立性を保持すること(性 格的資格),お よび(3)被
監査会社 との経済的身分的関係において特別の利害関係を有 しないこと(身 分
的資格)。 監査役の資格要件のうち性格的資格は,人 間の精神状態に関す る も
・`38}`
のであって法律で規定すべきものではないのである。
監査役の資格要件について,1900年 法では監査役は当該会社の取締役または
役員であってはいけないとしている(112条3項)が,こ れは従来と同じで あ
る。 この規定は身分的資格を定めたものであ り,技 能的資格の規定は1948年 法
までまたなければな らない。 また1862年 法のA表 には監査役は株主であること.
を要 しない(86条)お よび監査事務の補助者 として会計士を雇 うことができる
(93条)と い う規定があったが,し かしかかる規定は1900年 法では削除されて
しまったのである。先にも指摘 したように,こ れは会計士を監査役に選任する
ことが一般化 したことを示唆するものと考え られる。1929年 法では監査役確な
ることのできない身分的資格の範囲を拡大 し,当 該会社の取締役 または役員だ
けでな く,会 社の役員の結成 しているパー トナーの組合員または役員に雇われ
ている者および法人となったのである(133条1項)。
1948年 法では監査役の資格要件を技能的資格 と身分的資格にわけて定めてい
るQす なわち,監 査役の技能的資格 としては,連 合王国において設立されかつ
本条の適用にあた り現に商務省より承認されている会計士団体の会員または商
務省により許可 された者に限 られる(161条1項)。 ただ しこの要件は免除私会
社(exemptprivatecompany)には適用されない(但 書は1967年 法により
㈱ 日下部与市 「英国会社法における監査役制度」(早 稲田商学.昭 和30年11月).
pp.147-8.
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削除)と している。いうまでもなく監査役は高度の熱練 と経験を有 しなければ
へ 　
ならない。英国には世界最古を誇る多数の会計士協会があ り,そ の会員はそれ
ぞれ厳格なテス トを経て少 くとも最低限度の経験と技能々有 している。そこで
会社法は会計士協会を信頼 し,原 則 として協会の会員に限 り監査役の資格があ
〔39⊃'
るとしたのである。つまり公認ゐ会計士団体の会員でなけれぽ監査役になるこ
にゆ
と が で き な い の で あ る 。 そ し て こ れ が 英 国 監 査 役 制 度 の 一 つ の 特 色 で あ る 。 ま
た 商 務 省 に よ り承 認 さ れ て い る 会 計 士 団 体 と は,つ ぎ の7つ の 団 体 で あ る 。
(1)TheInstituteofCharteredAccounta凱tsinEnglandand
Wales
(2)TheSocietyofIncorporatedAccountantsandAuditors
(3)TheAssociationofCertifiedandCorporateAccounta11ts
(4)TheSocietyofAccountantsinEdinburgh
(5)TheInstituteofAccountantsandActuariesinGlasgow.
,(6)TheSocietyofAccountantsinAberdeen .
(7>TheInstituteofCharteredAccountantsinIrland
ただ しこの うち(4),(5)お よび(6)は1951年6月 に合併 して,TheInstitute
ofCharteredAccountantsinScotlandとな ってい る。
監査役は かか る技能的資格 とともに身分 的資格 も備 えてい なけ れ ば な らな
い。1948年 法 につ ぎの老 を身分的資格 のない者 とみな し,監 査役 としての適格
性 な しとしてい る(161条2項)。 すなわち,(1)当 該会社 の役員 または使用人。(2)
当該会社 の役員 または使用人 のパー トナーあるいは これ と雇用関係 のあ る者,
お よび(3)法 人。ただ し(2)の要件は免除私会社に適用 されない とな っていたが19
67年 法に よ り削除。 また前記諸条項に もとづ き特定の会社の監査役 と して不適
格 な者は,当 該会社 の従属会社,支 配会社 または姉妹会社の監査役 と して も不
適格者 とな るのであ る(161条3項)。,
監 査報 告書について,1900年 法では監査役は,彼 が要 求 したすべての情報 や
働 前掲論文.p.148.
㈹ 会計壬協会の会員が会社法161条1項(b)の 規定に したがって会社の監査役に選任
され筍資格費取得するセこは・通産省(旧 商務省)に 公認㊧申請をすることを要 す
て」ぞ冴"盈ぎ露8一σgz43」ウ7σθ〆3,Co勉 ガα%yZ,ゐω∫1δ'ん 一乙～」.,1958.pp,329-30)
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説明を得たかどうかの監査証明書,お よび貸借対照表が会社の財政状態の真実
かつ正確な概観を示す よう作成されているか どうかの監査報告書を作成するこ
とになっている。そ して監査証明書は貸借対照表の末尾に添付されて一般公開
されるが,監 査報告書は株主にたいしてのみ公開されて一般には公開されない
のである。(23条)。 法律が報告書についてかかる2本 建の方法をとったのは,
1895年 のロン ドソ ・ゼネラル銀行事件における監査報告書の事情を考慮 し,限
定事項ある場合に会社の信用を損 うことなくそゐ情報を株主にたい してのみ知
らせようとしたものである。
ところが実務においては,法 律の予想とは別に監査証明書および監査報告書
をともに貸借対照表の末尾に一括添付 して一般公開 し,限 定事項にたい しては
別に特別報告書を作成 し株主にたい してのみ公開 したのである。そこで1908年
法はかかる実務を改め監査証明書を廃止 し,そ の内容を監査報告書に吸収して
しまった。そ して監査報告書は一般公開,特 別報告書は一般非公開としまた株
主に報告書の閲覧を認めたのである(113条3項)。 監査報告書がかかる2本 建
をとっていたのは,当 時の会社がいま澄同族的色彩を抜け切れなかったことの
証左であろう。'
しかるに経営規模の拡大,監 査理論および実務の発達により監査役の責任を
明確にする必要があるために,1929年 法は特別報告書の内容を監査報告書に吸
収 しまた監査報告書を貸借対照表か ら分離独立 させ て一般公開としたのである
に　
(134条1項)。 しか し損益計算書の監査についてはまだ特別の規定が設け られ
ていない。監査報告書の重要性が認識され一般公開されたことにともない,監
査役㊧権限および責任の強化が必要とな りつぎの規定が設け られた。すなわち
(1)監査役は計算書類または監査報告書が議事となっている総会に出席し説明を
する権限を認め られた(134条3項)。 これまでは監査役の総会出席権および発'
言権は認め られていなかった。(2)監査役の法定責任を定款で免責せしめる規定
をおいても,こ れは法律上無効であることを明定した(152条)。 この規定は,
(41}桜井弘蔵 「イギリス監査報告書の特色」神戸大学会計学研究室編 『近代報告会計
の基礎と発展』所収(同 文舘,昭 和46年6月),pp.412-4.
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1925年 のInreCityEquitablecaseで監 査役の過失が認め られたに もかか
わ らず定款 の免 責規定があ ったために賠償 責任 を免除 された ことに よ り,監 査
〔42}
役の責任強化として設け られたのである。
1948年 法では,監 査役は貸借対照表や損益計算書が真実かつ公正な概観
(trueandfairv董ew)を 表示 しているかどうかの意見を表明 しなければな
らない としている(第9附 表)。 つまり1929年法の 「真実かつ正確iな概観」
(trueandcorrectview)と い う文言を 「真実かつ公正な概観」に改めたの
である。 しかしこれは単なる文言の変更ではな く,法 の計算書類にたいする考
え方の変化をも含んでいる。「真実かつ正確」とは算術的な正確性を要求 した
ものと解さ麺 いる・Pか しそれだけではなく,「真難 つ正融 概観 とい
う表現において,会 社㊧真の状況が貸借対照表によって公表されているよりも
良好であることをむ しろ望 ましいとする保守主義の思考が含蓄されていたので
ある。 ここにこそ法の待期する 「真実かつ正確の概観」の意義があったといっ
くら　な
てよいだろ う。 ところがかかる見解にたい しても批判が多 く,そ してその見解
の変更をもた らすきっかけ となったのは1931年 のロィアノヒ・メイル 事 件 で あ
る。 「真実かつ公正な概観」の意味は開示を強調 したものであり,す べての法
律およびその他不可欠の情報が示されるだけでなく;そ れが適切で容易に正 し
マ はゆ
く判断できるような形式で表示されることを意味する。
1967年 会社法(CompaniesAct)は 監査について特に 目立った改正はない
が,た だ監査報告書の記載事項が従来の第9附 表に規定されていたものが本文
のなかに規定されるようになった(14条3項)。 これはそれだけ規則が強化 さ
れたことを意味する。
VI
英 国の会社法上 の監査制度は投資者保護 を 目的 としている。そ こで会社法 で
働 山村忠平,前 掲論文,p.204。
働 中村忠「=真実かつ公正な概観ミとは何か」(商経法論叢,昭 和37年2月),p.162.
幽 前掲論文,p.165.
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は,会 社経営上の取締役の受託行為にたいしてある程度の監督と牽制を加える
必要がある。取締役にたいする監督とは登記,検 査および計算書類の様式を規
定することであり,ま た牽制 とは取締役の作成する帳簿および計算書類を監査
する旨を規定することである。他方株主は監査役の報告にもとついて,取 締役
{45〕
の貴任を追求しその後の行為を監督する権限を与えたのである。
監査役は株主総会において株主の代表老として選任 され,取 締役にたいする一
つの牽制手段として行動することが要求される。しかしこの監査制度 も社会経
済状況の変化にともない,会 社法の規定 も変更されてきたが,結 局,投 資老保
護の見地か らその必要性が認められた。それと同時に監査の質の向上がもとめ
られて監査役の資格を会計士に限定 し・会社内容の公開規定 も詳細にな り,ま
た監査報告書 も充実 したものになったのである。
ところが監査制度には英国のような会社法上の監査役制度 と米国のような証
券取引法上の監査制度がある。両者 とも会計士が監査するが,制 度上は前者は
内部監査,後 者は外部監査である。投資者保護 とい う見地か ら,ど ちらの監査
制度が よいのかについてさらに検討 してみる必要がある。
@5}A.C。Littleton,op.cit.,p,298.片野 一 郎,前 掲 訳 書,pp.410-1.
